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導主事の養成 は、何を彼 らに期待 して行われたのか、第五に、地方教育行政法以降、それはいかに
変化 したのか、である。本研究は、指導主事制度の創設および改編過程を分析することにより、以
上の諸点を明らかにしようとするものである。
なお、主たる資料は、米国のワシントン ・ナショナル ・レコーズ ・セ ンター(WNRC)所 蔵 の
GHQ文 書を中心 とするアメリカ側の資料、国立教育研究所所蔵の 『戦後教育資料』、『辻田力文書』
などに含まれる文部省の内部資料、およびインスティテユー ト・オブ ・エデュケーショナル ・リー
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ダ ー シ ップ(IFEL)関 連 文 書 で あ る。
H結 論の概要
1946年3月 の第一次米国教育使節団報告書 は、 日本の視学制度にっいて、従来のインスペクター
としての視学を、教師に対 して専門的な援助を行 うスーパーバイザーに改めること、また、その資
格を高めることを勧告 したが、注目すべきは、報告書が教員人事 と視学 との関わりを指摘 しなかっ
たことである。視学の人事関与の問題をとりあげ、 これを改めるように述べたのは、日本側教育家
委員会報告の方であった。 この動 きに対 して、文部省 は、従来の視学を人事その他の学校管理を担
当する管理視学(管 理主事)と 、教授内容 ・方法の指導を行う指導視学(指 導主事)と に分けると
いう構想をもっていた。.このことは、1946年8月 に文部省が独 自に作成 した 「教育行政刷新要綱案」
に示 されている。
他方、1947年12月 、CIE1は 、文部省 に対 し、それ以前 の教育委 員会法案中 にあった 「視学
(inspector)」 という名称を、ティーチャー ・コンサルタントに改めるよう指示す る。 また、翌年
4月 にはCIEが 自ら作成 した法案を文部省に提示するのであるが、 そこで初あて指導主事職務規
定に但書、すなわち 「但 し、命令及び監督をしてはならない」が加えられたのである。1949年 の教
育職員免許法制定により、指導主事 ・校長 ・教育長の免許制度が誕生するが、これらの免許制度は、






その後、1956年 の地方教育行政法制定 と1958年 の学習指導要領改訂によるカリキュラムの転換に
よって、指導主事は完全に 「上からの」指導者いわば指導担当の視学 となった。他方、管理担当の
視学たる管理主事の職が各県に整備 されていくことになった。 ここにおいて、戦前の視学を指導視
学と管理視学 とに分離 しようという敗戦後当初の文部省の地方視学制度改革構想 は、完全なる実現
を見ていったのである。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
昭和23年 制定の教育委員会法は指導主事の職務を 「教員に助言と指導を与える。但 し、命令及び
監督を してはならない。」と定め、翌年の教育職員免許法により指導主事に免許制度が採用された。





本論文はGHQ文 書、文部省内部資料 ほか、日教組、IFEL関 係資料等をも博捜 し、 この先行研
究の欠落を埋めようとするものであり、主な成果として以下の点を挙げることができる。
第一に、上記旧教育委員会法の 「命令及び監督を してはならない」という文言は、米国の当時の




政法下でカ リキュラム編成原理が系統主義に転換 したことで、経験カ リキュラム編成のコンサルタ
ントとしての指導主事像 は定着をみず、文部省が早 くか ら提唱していた指導担当視学的なものとなっ
たこと。第四に、免許制度にっいては、指導主事の専門性重視の観点か らCIEが 強力に推 し進め
たものであったが、文部省のみならず日教組等教員団体 も指導主事免許制度の導入には肯定的でな





残 された課題 もある。 しかし、戦後改革において教育指導行政の中核を担 うことが期待 された指導
主事の制度に焦点をあて、その成立 と改編の過程を膨大な資料で跡づけた本論文は、戦後教育行政
史の研究に大きく貢献するものである。
よって博士(教 育学)の 学位を授与するに適当と認める。
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